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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】推進力を生成するデバイス、及び、その釘打ち
機を提供する。
【解決手段】推進力を生成するデバイス１０は、本体２
０の第１端部２１と第２端部２２との間に延在する主線
Ｌに沿って進展する内部案内キャビティ２３を有する本
体であって、上記内部キャビティは当該本体の上記第１
端部に対して外部２００に向かう少なくとも一つの開口
２１ａを有し、且つ、上記第１端部は、上記開口に対し
て釘１００に対して関連付けられる本体と、当該デバイ
スの作動形態において上記推進力を生成すべく構成され
た、上記推進力を生成する生成手段３０であって、好適
には上記本体の上記第２端部に配置されるという生成手
段と、上記生成手段から帰着する上記推進力を、当該デ
バイスの作動形態において釘の一部に対して伝達すべく
構成された当接要素４０とを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　推進力を生成するデバイス(10)において、
　該デバイスは、
　当該本体(20)の第1端部(21)と第2端部(22)との間に延在する主線(“L”)に沿って進展
する内部案内キャビティ(23)を有する本体(20)であって、前記内部キャビティ(23)は当該
本体(20)の前記第1端部(21)において外部(200)に向かう少なくとも一つの開口(21a)を有
し、且つ、前記第1端部(21)は、前記開口(21a)にて釘(100)に対して作用的に関連付けら
れるに適しているという本体(20)と、
　当該デバイス(10)の作動使用形態において前記推進力を生成すべく構成された、前記推
進力を生成する生成手段(30)であって、好適には前記本体(20)の前記第2端部(22)に配置
されるという生成手段(30)と、
　前記生成手段(30)により生成された前記推進力を、当該デバイス(10)の作動使用形態に
おいて前記釘(100)の一部に対して伝達すべく構成された当接要素(40)と、
　を備えることを特徴とする、デバイス(10)。
【請求項２】
　前記内部キャビティ(23)は、少なくとも２つの直線状部分(23a)と、該２つの直線状部
分(23a)の間に含まれた少なくとも一つの湾曲部分(23b)とを有し、前記各直線状部分の一
方及び好適には前記湾曲部分(23b)は、前記本体(20)の前記第1端部(21)に配置される、請
求項１に記載のデバイス(10)。
【請求項３】
　前記内部キャビティ(23)の前記湾曲部分(23b)は、前記各直線状部分(23a)の間において
、約90°～150°の角度を画成し、該角度は好適には、約120°の最大値と約90°の最小値
との間に含まれる、請求項２に記載のデバイス(10)。
【請求項４】
　前記当接要素(40)は、前記推進力を伝達するために前記本体(20)の第2端部(22)から前
記第1端部(21)に向けて導向されたストローク・パルス(C)に従い前記内部キャビティ(23)
に沿って摺動すべく構成され、
　前記当接要素(40)は、前記第1端部(21)から前記第2端部(22)に向かう係合ストローク(B
)に従い摺動して当該デバイス(10)のリセット形態を取るべく構成される、先行請求項の
いずれか一つの請求項に記載のデバイス(10)。
【請求項５】
　前記当接要素(40)は二葉形状本体を備え、
　前記二葉形状本体は、長手軸心(P)に沿って延在すると共に、２つの拡大端部(41)を備
え、
　該拡大端部間には、前記本体の断面の減少部分に対して中間狭幅部分(42)が配置され、
　前記長手軸心(P)は好適には対称軸心である、請求項４に記載のデバイス(10)。
【請求項６】
　前記二葉形状本体の前記各拡大端部(41)は、機械的干渉なしで前記内部キャビティ(23)
に沿った前記当接要素(40)の摺動を許容する如き最大の横方向寸法を有し、好適には、少
なくとも、前記各拡大端部(41)と、前記本体(20)の前記内部キャビティ(23)とは、夫々、
略々同一のサイズの円形状の断面を有する、請求項５に記載のデバイス(10)。
【請求項７】
　前記二葉形状本体は、前記内部キャビティ(23)の表面と接触して配置された接触点(T)
を呈し、各接触点(T)は、各々が拡大端部(41)と関連付けられた２つの表面部分(41a)に含
まれ、
　各拡大端部(41)の前記表面部分(41a)は、夫々の拡大端部(41)の、好適には前記二葉形
状本体の、他の任意の横方向寸法よりも大きな直径を有する、請求項６に記載のデバイス
(10)。
【請求項８】
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　前記二葉形状本体は、約2.5mm～6.5mm、好適には約3mm～5mmの間に含まれる直径を以て
前記拡大端部(41)の円形断面を呈する、請求項５から７のいずれか一つの請求項に記載の
デバイス(10)。
【請求項９】
　前記生成手段(30)は、前記当接要素(40)に係合すべく構成された係合／放出手段であっ
て、該当接要素を、例えば弾性手段の作用下で該当接要素が前記釘(100)を排出する推進
力を放出するという放出位置にもたらすべく構成されたという係合／放出手段を備え、
　前記係合／放出手段は、例えば、前記本体(20)の前記内部キャビティ(23)に沿って摺動
するに適した第1軸体(31)及び第2軸体(32)を備える、先行請求項のいずれか一つの請求項
に記載のデバイス(10)。
【請求項１０】
　前記生成手段(30)は、当該第1軸体(31)と当該第2軸体(32)との間における係合の形態に
おいて当該第1軸体(31)に対して作用的に関連付けられた第2軸体(32)の対応丸み付き端部
(32a)を可逆的に受容かつ拘束するに適したプライヤ形状端部(31a)を有する第1軸体(31)
を備え、
　前記第2軸体(32)及び前記第1軸体(31)は、前記本体(20)の前記内部キャビティ(23)に沿
って摺動可能であると共に、前記プライヤ形状端部(31a)の把持及び／または解除状態に
従い、相互に対して移動可能であり且つ／又は相互に対して堅固に束縛される、先行請求
項のいずれか一つの請求項に記載のデバイス(10)。
【請求項１１】
　前記第2軸体(32)は、例えば、該第2軸体(32)の取付け端部(32b)にて、前記当接要素(40
)に対して撓曲可能に接続される、請求項９または１０に記載のデバイス(10)。
【請求項１２】
　前記内部キャビティ(23)は、前記プライヤ形状端部(31a)の挟持を促進／弛緩すべく構
成された案内部分(24)を有し、
　好適には前記案内部分(24)は、閉じられたときの前記プライヤ形状端部(31a)における
前記第1軸体(31)の外径(“d”)に略々等しい内径を備えた第1部分(24a)と、前記外径(“d
”)よりも大きい直径を第2部分(24b)とを有する、請求項１０または１１に記載のデバイ
ス(10)。
【請求項１３】
　前記生成手段(30)は、前記第1軸体(31)が前記案内部分(24)を通り前記第2軸体(32)に向
かう係合のストローク(A)を実施することにより、当該デバイス(10)の作動使用形態にお
いて前記プライヤ形状端部(31a)と前記丸み付き端部(32a)との間の係合を許容する様に、
前記第1軸体(31)に対して押圧力を生成すべく構成された第1弾性要素(50)を備え、
　前記係合のストロークは好適には、前記本体(20)の前記第2端部(22)から前記第1端部(2
1)に向けられる、請求項１２に記載のデバイス(10)。
【請求項１４】
　前記生成手段(30)は、前記第1軸体(31)に関連付けられた駆動システム(70)であって、
当該デバイス(10)の作動使用形態において、前記第1軸体(31)及び前記第2軸体(32)が、相
互係合の状態において、前記案内部分(24)を介した放出ストローク(B)を実施する如く、
前記第1弾性要素(50)の前記押圧力を超える対向力を及ぼすべく構成されたという駆動シ
ステム(70)を備え、
　前記放出ストローク(B)は、前記係合のストローク(A)の方向とは逆である、請求項１３
に記載のデバイス(10)。
【請求項１５】
　前記内部キャビティ(23)の前記案内部分(24)の前記第2部分(24b)は、前記係合／放出手
段の作用的解除状態において、前記第2軸体(32)の前記丸み付き端部(32a)に対する前記プ
ライヤ形状端部(31a)の挟持の弛緩を許容することで、前記プライヤ形状端部(31a)からの
前記丸み付き端部(32a)の抜き取りを可能とする如き様式で構成される、請求項１４に記
載のデバイス(10)。
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【請求項１６】
　前記生成手段(30)は、前記係合／放出手段のストローク・パルス(C)の間において前記
第1端部(21)に向けて前記当接要素(40)を押圧する如く、それに対して推進力を及ぼすべ
く構成された第2弾性要素(60)を備える、請求項１０から１５のいずれか一つの請求項に
記載のデバイス(10)。
【請求項１７】
　前記第1弾性要素(50)の前記押圧力は、好適には前記本体(20)の前記第2端部(22)に配置
された調節要素(80)により調節可能である、請求項１３から１５のいずれか一つの請求項
に記載のデバイス(10)。
【請求項１８】
　請求項１から１７のいずれか一つの請求項に記載の推進力を生成するデバイス(10)と、
　釘を保持するヘッド(400)であって、好適には、前記力生成デバイス(10)の前記本体(20
)の前記第1端部(21)に対して固定されたというヘッド(400)と、
　を備える、骨インプラント用途に対する釘打ち機(300)。
【請求項１９】
　前記釘を保持するヘッド(400)は、当該釘打ち機(400)の作動使用形態において前記デバ
イス(10)の前記当接要素(40)に向けて導向された頭部(110)を有する釘(100)を含む、請求
項１８に記載の釘打ち機(300)。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、目的として、推進力を生成するデバイス、及び、その釘打ち機(nail gun)を
提供する。
【０００２】
　本発明は特に、例えば、歯科医療の分野における骨インプラント技術の用途に対して、
推進力を生成するデバイス、及び、歯茎組織の如き骨組織内へと微小釘を挿入する関連釘
打ち機に対して企図されている。
【背景技術】
【０００３】
　歯科医療の業界において、微小釘または釘は、例えば歯科的植設の場合において骨及び
組織の再生を促進するために患者の歯茎上へと接合されるメンブレン、骨接合プレート、
または、他の任意の“機械的な”支持体を固定するために特に使用される非常に小寸の釘
である。
【０００４】
　“釘”という語句は、本発明の技術的な有効範囲内で特定の専門用語において使用され
ることで、形状化頭部と、ステムと、骨組織内に挿入されるべく形状適合された鋭利端部
とを呈する物体、好適には金属物体を定義している。言うまでもなく、歯科医療分野にお
いて骨インプラント(bone implant)目的で使用される釘は、習用の釘よりも非常に小寸で
あり、例えばそれは、１ミリメートルの数分の一の直径と、数ミリメートルのステム長と
を呈する。
【０００５】
　骨組織内への上記釘の適用は概略的に、歯茎の骨組織により引き起こされる抵抗を克服
する如き強度の推進力を生成することから、所定の位置に到達するまで上記釘を貫通させ
るに適したデバイスにより行われる。この故に、手術用途が企図された微小釘ならびに一
般的な釘でさえも、組織に対するそれらの適用のために推進力を受けるに適した頭部を呈
している。
【０００６】
　先行技術において、歯茎の骨組織内へと挿入されるべき釘に対して必要とされる推進力
は、一対の工具の助力により医師により手動的に生成され、その第1の工具は、推進力を
生成する小寸のハンマから成る一方、第2の工具は、上記釘が骨組織内に一体化されるま
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で、該釘を所定位置に維持すると共にそれに対して推進力を伝達するに適している。
【０００７】
　釘を保持するために使用される上記工具は、専門用語では“釘ポジショナ”と称される
。特に、該釘ポジショナはスピンドル形状を呈し、その第1端部にては、植設されるべき
釘の少なくとも頭部を受容すべく適合化された形状化部分により可逆様式で、該釘は位置
決めして拘束される。上記第1端部とは逆側の第2端部にては、衝撃による上記小寸ハンマ
からのパルス駆動を受容することにより該衝撃を上記釘自体に対して伝達するに適した平
坦な頭部が配備される。
【０００８】
　概略的に、釘を骨組織内に植設する処置は、釘の位置決めは、釘が骨組織内に貫通され
るまで、釘を所定位置に保持して推進力を反復的に及ぼすという熟練の医師により手動的
に行われることを条件としている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　先行技術において、骨インプラント用途に意図された釘を挿入するための工具、及び、
その使用方法は、幾つかの欠点を呈する。斯かる欠点は、釘を骨組織内へと植設する段階
を困難で長時間であり、繊細なものとすることが多い。
【００１０】
　一つの欠点は、殆ど全ての釘挿入操作は、医師により手作業で実施されることから、そ
の結果が人的な要因に委ねられることであり、この見地は、手術動作の良好な再現性を達
成し得ず、特に、高品質な手術処置及び介入自体を保証しない。更なる欠点は、釘の非常
に小寸のサイズ、及び、嵩高いことから、熟練した医師により実施される釘の位置決め移
動に適切に追随するには不適切であるという釘ポジショナの構造である。特に、釘ポジシ
ョナは堅固で直線状の要素であることから、例えば、顎関節の近傍に配置された、すなわ
ち、患者の口部から離間して配置された領域における手術的介入の場合において、該ポジ
ショナは(例えば、唇部、舌部、頬の組織、または、歯でさえあり得る)患者の他の解剖学
的部分と干渉することがある。
【００１１】
　斯かる状況下で、患者の不快さは相当に高まり、患者は、痛覚的な状況に耐えると共に
姿勢を維持することが強いられるが、このことは、植設介入を実施している医師の側にお
いて、次続的なストレスの増大により少なくとも不快なものである。
【００１２】
　上記に特性記述されたのと同様の状況において、釘ポジショナ及び釘自体が然るべく一
旦配置されたとき、斯かる配置が、釘を患者の歯茎内へと貫通させるために医師が安全で
正確な様式で推進力を釘ポジショナに対し、故に釘自体に対し、反復的に伝達し得るには
十分に適していない、ということが起こり得る。
【００１３】
　多くの場合、釘が挿入されつつあるときに医師及び／または患者が取ることを強いられ
る不自然な姿勢によれば、医師は、釘ポジショナを適切な様式で操作してそれを正しい方
向に移動させることが許容されないので、釘を誤って挿入して骨組織を損傷させると共に
、患者に対して不要な更なる痛覚を引き起こす虞れがある。
【００１４】
　先行技術の更なる欠点は、釘の挿入の間、医師の両手は、少なくともハンマ及び釘ポジ
ショナを支持すべく占有されることから、医師は、手術の間において何らかの更なる移動
もしくは動作を実施し得ない、ということである。
【００１５】
　本発明の目的は、上述の各欠点を呈さない、骨インプラント用途に対する推進力を生成
するデバイス、及び、関連釘打ち機を提供することにより、先行技術において遭遇する欠
点の一つ以上を克服するに在る。
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【００１６】
　故に、本発明は、可能的には、それにより推進力が生成される要素と、適用されるべき
釘の頭部との間において非直線状の方向に沿い乍ら、釘に対して効率的な様式で推進力を
反復的に伝達し得ると共に、その様に実現される結果を定常的に維持し得るという、骨イ
ンプラント用途に対する推進力を生成するデバイス及び関連釘打ち機を提供するという目
的を有している。
【００１７】
　本発明の更なる目的は、患者の歯茎と頬との間に配置された小寸もしくは狭幅のスペー
ス内においてさえも効果的に使用され得るという、推進力を生成するデバイス及びその釘
打ち機を提供することである。
【００１８】
　開示されるデバイスの更なる目的は、推進力を生成する釘打ち機であって、ユーザによ
り片手で操作されることから他の手を自由にし得るという釘打ち機の助力により、釘及び
その挿入の位置を、簡素で、再現可能で正確な様式で維持することを可能にすることであ
る。
【００１９】
　本発明の更なる目的は、骨組織内への釘の挿入の間において該釘を常に正しく位置決め
することを許容することで、医師の側における肉体的及び精神的なストレスと同時に、患
者に対する不快さが緩和され得るという、骨インプラント用途に対する推進力を生成する
デバイス及び関連釘打ち機を入手可能とするに在る。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　これらの及び他の目的は実質的に、添付の各請求項の一つ以上の記述に従う、骨インプ
ラント用途に対する推進力を生成するデバイス及び関連釘打ち機により達成される。
【００２１】
　更なる特性及び利点は、本発明に係る、推進力を生成するデバイス及びその釘打ち機の
好適で包括的な実施形態の詳細な説明から更に明らかとなろう。
【００２２】
　斯かる説明は、添付図面における非限定的な例において例証される。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明に係る推進力を生成するデバイスの概略的断面図である。
【図１Ａ】本発明に係る図１の詳細部分の詳細断面図であり、図１に例示された幾つかの
部材は省略されている。
【図２】推進力を生成する図１のデバイスを構成する釘打ち機の作動使用形態における概
略的断面図である。
【図３】更なる作動使用形態における図２の釘打ち機の概略的断面図である。
【図４】更なる別の作動使用形態における図２の釘打ち機の概略的断面図である。
【図４Ａ】本発明に係る詳細部を更に良好に視認可能とすべく図４の幾つかの部材を省略
することにより得られた図４の詳細図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　添付された図１を参照すると、釘100の頭部に対して付与されるべき推進力を生成する
デバイスは10により概略的に示されている。
【００２５】
　本明細書で以下において記述される微小釘及び釘という語句は、同一の対象物、すなわ
ち、骨インプラント用途に対する釘100と等価的であり且つそれを参照していることを銘
記すべきである。付加的に、釘100は、その好適実施形態において添付図面中に概略的に
示されるが、如何なる意味においても、本発明の有効範囲を制限すると解釈されるべきで
ない。
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【００２６】
　要約すると、更なる特性が本明細書で以下において更に良好に例証されるという骨イン
プラント用途に対する釘100は、頭部表面を備える頭部110と、ステムと、骨組織内への自
身の更に容易な挿入のために概略的に鋭利に形状化された端部とを呈する。該頭部110と
上記ステムとの間には、所定の曲率半径を以て湾曲形状とされた接続部分が好適に構成さ
れると共に、頭部110は更に、添付図面中に例示的にのみ概略的に示された如く、拡開形
状を呈する。
【００２７】
　簡潔に述べると、推進力を生成するデバイス10は、第1端部21から第2端部22まで延在す
る長寸形状を好適に呈する本体20を備える。
【００２８】
　本体20は、力を生成するデバイス10に含まれる各構成要素に対し、本明細書で以下に更
に良好に記述される様式で、支持を提供すると共に、それらを収容するに適している。
【００２９】
　如何なる意味においても本発明を制限すると解釈されるべきでないが、本体20は、異な
る形状及びサイズを取り得ることから、添付の図１における本体20の概略的表示は、例示
的にのみ示されることを理解すべきである。本体20は、主線“L”に沿って進展する内部
キャビティ23を有し、該キャビティ23は、直線状部分23a及び／または湾曲部分23bを含ん
でいる。上述の主線“L”は、本体20の第1端部21と第2端部22との間に延在する。内部キ
ャビティ23は好適には、円形に形状化された断面を有する。
【００３０】
　本体20の内部キャビティ23は、外部200に向かう少なくとも一つの開口21aを有し、好適
には該開口21aは、第1端部21に配置される。内部キャビティ23は、力を生成するデバイス
10の可動要素を収容して案内するという主要機能を有する。詳細には、内部キャビティ23
は、少なくとも２つの直線状部分23aと、該２つの直線状部分23aの間に介設された少なく
とも一つの湾曲部分23bとを有する。好適には、各直線状部分の少なくとも一つと、湾曲
部分23bとは、第1端部21に対して配置される。好適には、２つの直線状部分23aの内の一
つ、特に、第1端部21に配置された一つは、他の直線状部分と比較して、更に短寸の長さ
を呈する。内部キャビティ23の湾曲部分23bは、２つの直線状部分23aの間において、好適
には、約150°の最大値と約90°の最小値との間に含まれる角度を画成する如きであり、
該角度は更に好適には、約120°の最大値と約90°の最小値との間に含まれる。
【００３１】
　釘100は、本体20の第1端部21に配設されることを理解すべきである。好適には、釘100
は、添付の図２から図４において例示的にのみ示された、釘保持ヘッド400により、第1端
部21上で所定位置に保持される。釘保持ヘッド400は、釘100を所定位置に保持するに適し
ていると共に、該ヘッドは、力を生成するデバイス10の作動使用形態において当接要素40
により伝達される推進力により釘100が駆動されるときに、それを適切に案内するに適し
ている。換言すると、釘保持ヘッド400は、開口21aにおいて第1端部21を釘100に対して作
用的に関連付けることを許容する。
【００３２】
　力を生成するデバイス10を介しての釘100の排出及び適用処置に関する更なる詳細は、
本明細書で以下において更に良好に例証される。
【００３３】
　力を生成するデバイス10は、該デバイス10の作動使用形態において推進力を生成すべく
形態された推進力の生成手段30を更に備える。
【００３４】
　好適には、生成手段30は、本体20の第2端部22に対して配置される。
【００３５】
　力を生成するデバイス10は、生成手段30から帰着する推進力を、該デバイス10の作動使
用形態において釘100の頭部110まで伝達すべく構成された当接要素40を更に備える。但し
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、当接要素40と頭部110との間には、例示的にのみ、釘保持ヘッド400と関連付けられ得る
更なる要素が介設され得る。
【００３６】
　好適には、当接要素40は、生成手段30と、本体20の第1端部21との中間位置に配置され
る。
【００３７】
　特に、当接要素40は、推進力を伝達すべく本体20の第2端部22から第1キャビティ21に対
して導向されるストローク・パルスCに従い、内部キャビティ23に沿って摺動すべく構成
される。更に、当接要素40は、力を生成するデバイス10のリセット形態を取るために、逆
向きストロークBに沿って摺動すべく構成される。
【００３８】
　本発明の好適であるが非限定的な実施形態に依れば、当接要素40は、二葉形状の本体を
備え、該二葉形状本体は特に２つの拡大端部41を備え、その間には、該二葉形状本体自体
の断面の減少部分に対して配置された狭幅中間部分42が配置される。好適には、上記二葉
形状本体は、少なくとも長手軸心“P”を呈すると共に、該本体は上記長手軸心“P”に沿
った長寸形状であり、換言すると、上記二葉形状本体は、横方向寸法よりも大きな長手方
向寸法を呈する。好適には、当接要素40の二葉形状本体は、長手軸心“P”に沿って対称
的である如きなので、長手軸心“P”は、当接要素40の対称性の軸心でもある。
【００３９】
　当接要素40は凹所23内に、対称性の軸心“P”が主線“L”に対して整列されまたは接す
る様に配置される。上記二葉形状本体の各拡大端部41は、一切の種類の機械的干渉なしで
内部キャビティ23に沿った当接要素40の摺動を許容する如き最大の横方向寸法を有する。
好適には、上記二葉形状本体の各拡大端部41は夫々、円形状の断面を有し、更に好適には
、各拡大端部41は、内部キャビティ23の断面の直径と略々等しい直径を有する。
【００４０】
　上記二葉形状本体の各拡大端部41は、約2.5mm～6.5mm、好適には約3mm～5mmの間に含ま
れる円形断面の測定値を呈する。
【００４１】
　好適には、内部キャビティ23に沿う上記二葉形状本体の摺動形態において、上記二葉形
状本体は、内部キャビティ23の表面上に位置する複数の接触点“T”を有すべく形状化さ
れ、各接触点“T”は理論的には、添付の図１Ａに概略的に示された如く、対応する表面
部分41a内に含まれた環状区画に対して関連付けられる。
【００４２】
　各表面部分41aは横帯域形状であり、且つ、各表面部分は、当接要素40の、特に上記二
葉形状本体の、対称性の軸心“P”に対し、他の一切の横寸法よりも大きい直径を呈する
領域に対する各拡大端部41の外側面の部分を含んでいる。
【００４３】
　換言すると、２つの表面部分41aは、各拡大端部41上に配備され、その上には、本体20
の内部キャビティ23に沿った当接要素40の摺動状態下で後者の全ての接触点“T”が位置
される。
【００４４】
　本実施形態に依れば、力を生成するデバイス10は、推進力の放出状態から、ユーザの要
求内容に従い且つ要求時に供与されるために推進力が準備して負荷増大されるという初期
状態まで移行する。これに関連して、力を生成するデバイス10の２つの作動使用状態が実
質的に定義され、その一つの係合状態において、生成手段30は釘100の発射のための推進
力を放出すべく事前設定され、且つ、その放出状態において、生成手段30は、推進力を釘
100に対して直接的もしくは間接的に放出することにより、後者が患者の骨組織内に挿入
されることを許容する。第1の係合形態から第2の放出形態への移行は、自動的に、または
、デバイス10に対するユーザの命令時に行われ得る。
【００４５】
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　上記生成手段30は特に、当接要素40と係合することによりそれをその放出位置までもた
らすべく構成された係合／放出手段を備え、上記放出位置において当接要素40は、例えば
弾性手段の作用下で、釘100の発射のために推進力を放出する。特に、上記係合／放出手
段は、例えば、本体20の内部キャビティ23に沿って摺動すべく適合化された第1軸体31及
び第2軸体32を備える。更に詳細には、第1軸体31及び第2軸体32は、相互に係合されるべ
く相互に対して移動可能であり、且つ、次続的に、放出状態を達成するために相互に対し
て一体的に移動可能である。第1軸体31は第2軸体32を放出状態へともたらす一方、第2軸
体32は当接要素40を放出状態へともたらす。
【００４６】
　図示実施形態に依ると、第1軸体31はプライヤ形状端部31aを呈し、例えば、それは、対
応する丸み付き端部32aを介して第2軸体32を可逆的に受容及び拘束することを許容する、
花弁の冠部を備えた形式の形状を呈する。好適には、少なくとも、第1軸体31のプライヤ
形状端部31aは、第2軸体32のリブ32bとの相互作用に続き、該第2軸体32と一体的に外方に
撓曲可能かつ変形可能である。
【００４７】
　好適には、第2軸体32は当接要素40に対して可撓リンク部材45により撓曲可能に接続さ
れ、特にそれは、拡大端部41に対して上記二葉形状本体に対して接続され、第2軸体32は
特に、プライヤ形状端部31aとは逆側である対応取付け端部32bを介して、上記二葉形状本
体の拡大基端部41に対して接続される。第2軸体32の取付け端部32bと上記二葉形状本体の
基部拡大端部41との間における可撓接続体35としては、非限定的な例として、撓曲可能な
金属製ケーブル、または、織成されたケブラー(Keblar)（登録商標）もしくはナイロン(N
ylon)（登録商標）、または、如何なるものであれ、他の任意の撓曲可能で非剛性の材料
が挙げられる。
【００４８】
　その係合状態における生成手段30は、第2軸体32は第1軸体31に対して作用的に関連付け
られ、好適には、第1軸体31及び第2軸体32は相互に対して移動せず、すなわち、該手段は
、内部キャビティ23に沿って堅固に且つ同時的に並進する如き様式で、相互に対して機械
的に接続される、という如きである。例えば、斯かる接続は、本明細書で以下において記
述される如く、第1軸体31のプライヤ形状端部31aと、第2軸体32の丸み付き端部32a、特に
リブ32bとの間の相互作用に依り実現される。添付図面に示された如く、上記係合状態は
、第2端部22に沿い第1端部21に向けて移動する第1軸体31により実現される(第1軸体31の
係合ストロークA)。
【００４９】
　その放出状態において生成手段30は、当接要素40により、釘100に対して直接的もしく
は間接的に推進力を放出することで組織内へのそれの挿入を許容すべく構成され、当接要
素40は、所定の速度及び力に従い釘100の頭部110の部分に対して直接的もしくは間接的に
当接することから、上記釘に対し、貫通に必要とされる力を付与する。例えば、上記放出
は、本明細書において以下に更に良好に詳述される如く、第1軸体31のプライヤ形状端部3
1aと、第2軸体32の丸み付き端部32a、特にリブ32bとの間の相互作用を無効にすることに
より実現される。添付の例に示された如く、上記放出状態は、第1端部21から第2端部22ま
で進行する方向に従う第1軸体31及び上記第2軸体の一体的移動(第1軸体31及び第2軸体32
の放出ストロークB)により実現される。好適には、力を生成するデバイス10は、係合スト
ロークBの方向の逆に向けられた放出ストロークAを呈する。
【００５０】
　特に、本発明に依れば、力を生成するデバイス10は、内部キャビティ23内に配置された
案内部分24を通る第1軸体31及び／または第2軸体32の夫々の並進またはストロークにより
、係合形態から放出形態への進行、及び、その逆を可能とする。
【００５１】
　実際、案内部分24は、第1軸体31及び第2軸体32を相互に堅固に束縛する結合を実施もし
くは解消すべく構成される。特に、図示実施形態に依れば、案内部分24は、該案内部分24
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を通る第1軸体31及び／または第2軸体32の並進を介し、すなわち、係合ストロークA及び
放出ストロークBを介し、第2軸体32の丸み付き端部32aに対する第1軸体31の挟持を促進も
しくは弛緩すべく構成される。
【００５２】
　案内部分24は好適には、プライヤ形状端部31aが閉じられたときにそれに対する第1軸体
31の外径“d”に略々等しい内径“D”を有する第1区画24aと、外径“d”よりも大きい直
径を有する第2区画24bとを有する。
【００５３】
　第1軸体31の係合ストロークAと、第2軸体32に対して堅固に束縛された該第1軸体31の放
出ストロークBとの間において、案内部分24は、第1軸体31は上記第2軸体をその放出状態
へともたらし、その後にそれは、推進力を生成するために第2軸体32が該第1軸体31から放
出されることを助力する如く、第2軸体32の丸み付き端部32aに対するプライヤ形状端部31
aの挟持を可能とする。
【００５４】
　詳細には、第1軸体31は、案内部分24を縦走することにより第2軸体32に向かう係合スト
ロークAを実施すると共に、引き続き、第1軸体31及び第2軸体32は、案内部分24を再び縦
走することにより放出ストロークBを実施する。第2軸体32に対する係合ストロークAを実
施する第1軸体31の並進の間、第2軸体32は、添付図面に示された如く、内部キャビティ23
に沿って配備された当接縁部23cにより、摺動が束縛される。案内部分24を抜け出したと
き、プライヤ形状端部31aは、丸み付き端部32aに遭遇し、リブ32bを克服すべく自由に外
方に撓曲する。引き続き、プライヤ形状端部31aは、図２に示された如く、リブ32bを越え
て当接する。第1軸体31の並進は、該第1軸体31に対して作用する押圧力であって、好適に
は主線“L”の直線状区画に沿って該第1軸体31から第2軸体32に向けて導向されたという
押圧力により行われる。
【００５５】
　好適には、第2軸体32に向かう第1軸体31の係合ストロークは、本体20の第2端部22から
本体20の第1端部21に向けて導向されると共に、第1弾性要素50により生成される。
【００５６】
　実際、力を生成するデバイス10の生成手段30は、上述されたスラスト力であって、一切
の摩擦力に打ち勝ち得ると共に、係合ストロークAを実施するために案内部分24の第1区画
24aを介して第1軸体31を移動させ得るというスラスト力を生成すべく構成された如き第1
弾性要素50を備える。
【００５７】
　一例として、本実施形態に依れば、添付図面中に概略的に示された如く、第1弾性要素5
0は、圧縮形式の螺旋スプリングである。
【００５８】
　放出ストロークBの間において、第1軸体31及び第2軸体32は、相互に対して係合される
と共に、順次的に上記案内部分の第1区画24a及び第2区画24bを縦走することにより、第1
端部21から第2端部22に進行する方向において一体的に移動する。案内部分24は、第1区画
24aにより、第2軸体32の丸み付き端部32aに対するプライヤ形状端部31aの挟持を助力及び
／または維持するが、それは、第2区画24bにより、第2軸体32の丸み付き端部32aに対する
第1軸体31のプライヤ形状端部31aの挟持を弛緩させることにより、丸み付き端部32aをプ
ライヤ形状端部31aから抜き取らせることで、添付の図３に概略的に示された如く第1軸体
31から第2軸体32を係合解除することを可能とする。
【００５９】
　好適には、第1区画24aは本体20の第1端部21に向けて配置される一方、第2区画24bは本
体20の第2端部22に臨んでいる。
【００６０】
　故に、放出ストロークAの間において、案内部分24の第1区画24a、及び、その後におけ
る該案内部分24の第2区画24bは、(第2軸体32は依然として第1軸体31に係合され乍ら)最初
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は、少なくとも第1軸体31のプライヤ形状端部31aにより縦走される。
【００６１】
　案内部分24の直径に関して更に狭幅である第1区画24aから、案内部分24の直径に関して
更に広幅である第2区画24bに至る上記距離範囲に沿い、プライヤ形状端部31aのストロー
クは、該プライヤ形状端部31aは通常的に、拡開しているか、または、第2軸体32により及
ぼされて第1端部21に向けられた戻し力に委ねられるという事実に依り該プライヤ形状端
部31aが外方に撓曲することを許容することから、第2軸体32の丸み付き端部32aは、第1軸
体31から解放され得る。
【００６２】
　生成手段30は特に、上記の戻し力を及ぼすことで当接要素40に対し、特に上記二葉形状
本体の各拡大端部41の一方に対して推進力を生成すべく構成された第2弾性要素60を備え
、該推進力は押圧力を生成することから、本体20の第2端部22から該本体20の第1端部21に
向けられた所定のストローク・パルスC(図４)に従い上記二葉形状本体を並進させる。特
に、第2弾性要素60は、当接要素40及び第2軸体32を相互から離間して維持するために、そ
れらの間に配設される。
【００６３】
　第2軸体32に対して係合された第1軸体31は、その全体として、ユーザにより操作される
駆動システム70により生成される対向力により並進または放出ストロークBを実施し、こ
の様にして、第1要素50及び第2要素60の両方の弾性力は同時的に克服される。
【００６４】
　上記の説明に依れば、第2軸体32と上記二葉形状本体の拡大端部41との間には可撓接続
体35が配備され、該可撓接続体35は、第2弾性要素60のスラスト力の下で、本体20の第1端
部21に至る当接要素40の並進及び第2軸体32の並進を許容する如きである。
【００６５】
　換言すると、ストローク・パルスCに依る当接要素40の並進の間、上述の可撓接続体35
により引張られる第2軸体32もまた、本体20の第1端部21に更に接近する。内部キャビティ
23に沿う当接要素40のストロークは、可撓接続体35により制限もしくは阻止されない。内
部キャビティ23に沿い配備された当接縁部23cは、第2軸体32のストローク限界点を規定す
る。
【００６６】
　ストローク・パルスCの間において、可撓接続体35は好適には当接体40の並進を可能と
する如きであることから、該当接体40は、当該第2軸体の並進ストロークを終結すること
で自身の一部を以て当接縁部23cに対して当接するという第2軸体32に先行して、第1端部2
1に到達する。
【００６７】
　添付の図４においては釘打ち機300が概略的に示され、その場合、ストローク・パルスC
は最終的に終端に到達しており、且つ、推進力は、可能的な補助当接要素の介設を以て当
接要素40により釘100の頭部110に対して伝達されている。釘100は、骨組織内へと発射か
つ挿入され、その場合、軸心方向、貫通深度及び位置は、ユーザにより事前設定されてい
る。当接要素40の形状に依り、一切の詰まりが阻止され、且つ、内部キャビティ23の湾曲
区画23bは、放出ストロークBの間と、特にパルス・ストロークCの間との両方おいて、通
過され得る。詳細には、上記シャッタ要素の二葉形状によれば、狭幅部分42の前後におい
て、各表面部分41aに対する接触が強化され得る。
【００６８】
　例示的にのみ、本明細書中に記述された実施形態に依れば、第2弾性要素60は、添付図
面中に概略的に示された如く、圧縮形式の螺旋スプリングである。
【００６９】
　力を生成するデバイス10の生成器手段30が如何に作用するかを完全に且つ網羅的に理解
するために、生成手段30は、第1軸体31に対して関連付けられて対向力を及ぼすべく構成
された駆動システム70を備え、その対向力は、第1弾性要素50及び第2弾性要素60により及



(12) JP 2016-67933 A 2016.5.9

10

20

30

40

50

ぼされるスラスト力よりも大きいことから、第1軸体31及び第2軸体32は、相互係合の状態
において、案内部分24を介しての放出ストロークBを実施することを銘記すべきである。
【００７０】
　本実施形態に依れば、力生成デバイス10は、第1要素50により及ぼされるスラスト力が
、それを圧縮／伸張させることにより調節され得る如き様式で、第1弾性要素50に対して
関連付けられた調節要素80を備える。
【００７１】
　調節要素80は好適には、本体20の第2端部22に対して配置され、且つ、該調節要素は、
ユーザにより手動的に起動され得る回転可能なホィールであって、本明細書に添付された
図１に示された如く第1弾性要素50を圧縮する／伸張させるために、主線“L”に沿って第
1弾性要素50の当接表面81の位置を変更する如く、本体20の部分内に螺着され／該部分か
ら螺着解除されるべく構成されたというホィールを備える。
【００７２】
　本発明の代替実施形態において、少なくとも生成手段30は、所定の推進力を生成する目
的で、上述の機械的な部材に成り代わり得るか、それらと共に動作し得る電気的及び電子
的な部材を含み得る。例示的にのみ、生成手段30は、当該カム形状の回転撃鉄の回転サイ
クルの所定段階の間に釘に対して推進力が伝達される様に回転撃鉄を駆動する電気モータ
を備え得る。
【００７３】
　代替的に、生成手段30は、所定の推進力を生成する目的で、上述の機械的な部材に成り
代わり得るか、それらと共に動作し得る機械的手段を備え得る。
【００７４】
　本発明の発明概念に従い、本明細書で以下においては、上述された如く推進力を生成す
るデバイス10を備える骨インプラント用途に対する釘打ち機300が特性記述される。図２
から図４は、釘打ち機300の幾つかの使用形態を概略的に示すと共に、それらは本明細書
で以下において更に良好に記述される。
【００７５】
　釘打ち機300は好適には、骨インプラント介入に適した釘保持ヘッド400を備え、更に好
適には、該釘保持ヘッド400は、力を生成するデバイス10の本体20の第1端部21に対して固
着される。
【００７６】
　好適には、釘保持ヘッド400は、釘打ち機300の作動使用形態において力を生成するデバ
イス10の当接要素40に向けて臨む頭部110を有する釘100を含む。釘保持ヘッド400は好適
には、補助的な当接要素410であって、釘100が該ヘッド400から発射され且つその後に骨
組織内に挿入されるときに該釘を正しく案内することにより、当接要素40により受容され
た推進力を釘100の頭部110に対して伝達するという機能を主として有するという補助当接
要素410を備え得る。
【００７７】
　釘打ち機300の力を生成するデバイス10の駆動システム70は好適には、添付図面中には
示されないフット・レバーであって、足による釘打ち機300の起動が許容される様に起動
手段30に対して作用的に関連付けられたというフット・レバーを備え；身体のこの部分を
使用することにより、ユーザは実際、自身の手を自由とすることから、更に良好に操作を
行い得る。
【００７８】
　上記フット・レバーは好適には、釘打ち機300の作動使用形態におけるそれの自由な移
動及び位置決めを許容するために、可撓要素により、第1軸体31のプライヤ形状端部31aの
逆端部31bに対して接続される。上記フット・レバーと、駆動システム70の他の要素との
間に配置された上記可撓接続要素は、例えば、テフロン(Teflon)（登録商標）製の保護鞘
体内に収容された金属織成ケーブルであり得る。
【００７９】
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　添付の図２から図４には、釘保持ヘッド400が本体20の第1端部21に対して固着され且つ
釘100は内部に配設されたという構成から開始するという、本発明に係る釘打ち機300の主
な使用形態のシーケンスが概略的に且つ例示的に示される。
【００８０】
　本発明の発明概念に依れば、本体20の少なくとも一部分は好適には、その第1端部21に
て撓曲可能であり、且つ、ユーザにより、所定の好適な方向に沿って配向される。好適に
は、本体20の第1端部21の配向は、故に、釘保持ヘッド400の配向もまた、釘打ち機300の
用法の更なる融通性を付与することで、釘保持ヘッド400及び第1端部21が複数の位置の組
み合わせで配向されることを許容する。
【００８１】
　本発明は、意図された目的及び課題を達成することより、上述の欠点を克服した。
【００８２】
　ユーザによる釘挿入操作は、好適には、本発明において特性記述された上記釘打ち機を
保持する方の片手により実施される。
【００８３】
　本発明の釘打ち機による釘の挿入は、介入の優れた再現性を好適に許容することから、
高品質の手術処置及び介入を確実とする。
【００８４】
　上記当接要素は、好適に推進力と共に進行すると共にそれを釘に対して伝達し得るべく
、且つ、上記釘打ち機の本体の、特に、釘保持ヘッドが固着され且つ釘が配置された上記
本体の端部の、一つのまたは一つ以上とさえされる湾曲部分を通り越し得るべく、形状適
合される。
【００８５】
　好適に、上記当接要素は、上記本体の可能的な湾曲部分の頂点と接触する状態に至らず
に、それを越えることで、上記本体の内部キャビティの各壁部に対する摩擦接触における
低減された損失を以て推進力が伝達されることを許容する。先行技術とは異なり、推進力
の斯かる効果的な伝達は、期待された如く骨組織内に釘が十分に貫通されなかった場合に
医師が後者を反復的に打突せずに済むことを明確に許容する。
【００８６】
　本明細書における本発明において特性記述された如き、上記の推進力を生成するデバイ
スによる推進力の非常に効果的な伝達よれば、その各端部を、故に、釘打ち機全体を、複
数の姿勢に配設することで、医師は一切のストレスまたは疲労なしで作業し得ることが好
適に許容される。
【００８７】
　好適には、本明細書中に開示された釘打ち機により提供される高度な用法融通性と、該
釘打ち機の助力により行われる釘の高度に効果的な挿入とに依れば、患者の快適性は有意
に高められることから、もはや、痛覚的な状況に耐え且つ不快な姿勢を維持することは強
いられない。
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